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(57)【要約】
【課題】本発明の目的は、コントラスト比、耐溶剤性、現像性、耐熱性、耐光性に優れた
カラーフィルタ用赤色着色組成物を提供することである。
【解決手段】有機顔料と、有機溶剤と、アルカリ可溶性樹脂と、熱架橋性成分とを含むカ
ラーフィルタ用赤色着色組成物であって、有機顔料が少なくともＣ．Ｉ．ピグメント　レ
ッド　２５４を含有し、その一次粒子径が２５～４５ｎｍであり、特定有機色素誘導体を
含有し、熱架橋性成分が３官能以上の多官能エポキシ樹脂であることを特徴とするカラー
フィルタ用赤色着色組成物によって解決される。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　有機顔料と、下記一般式（Ｉ）で示される有機色素誘導体と、有機溶剤と、アルカリ可
溶性樹脂と、
熱架橋性成分とを含むカラーフィルタ用赤色着色組成物であって、
有機顔料が、少なくともＣ．Ｉ．ピグメント　レッド　２５４を含有し、その一次粒子径
が２５～４５ｎｍであり、
熱架橋性成分が、３官能以上の多官能エポキシ樹脂であることを特徴とするカラーフィル
タ用赤色着色組成物。
一般式（Ｉ）
Ｐ－[Ｘ1－(ＣＨ2)m－Ｎ(Ｒ1，Ｒ2)]n
（式中、Ｐは、ジケトピロロピロール、ベンゾイソインドール、チアジンインジゴ骨格構
造の残基を表し、
Ｘ1は－ＣＨ2ＮＨ－、－ＳＯ2ＮＨ－、－ＣＨ2ＮＨＣＯ－、－ＣＨ2ＮＨＣＯＣＨ2ＮＨ－
、及び、－ＣＯＮＨ－から選ばれる２価の連結基を表し、
Ｒ1及びＲ2はそれぞれ独立に水素原子、置換基を有してもよいアルキル基、アリール基、
または、Ｒ1及びＲ2で窒素原子または酸素原子を含んでも良い複素環を表し、
ｍは１～４、ｎは１～４を表す。）
【請求項２】
　有機顔料が、さらにC．Ｉ．ピグメント　レッド　１７７を含有することを特徴とする
請求項１に記載のカラーフィルタ用赤色着色組成物。
【請求項３】
　有機顔料が、さらに黄色顔料を含有することを特徴とする請求項１または２に記載のカ
ラーフィルタ用赤色着色組成物。
【請求項４】
　さらに光重合性単量体および／または光重合開始剤を含有することを特徴とする請求項
１～３いずれか１項に記載のカラーフィルタ用赤色着色組成物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、カラー液晶表示装置、カラー撮像管素子等に用いられるカラーフィルタの製
造に使用されるカラーフィルタ用赤色着色組成物に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　カラーフィルタ用着色組成物として、カラーフィルタのコントラスト比に与える影響を
顔料の一次粒子と二次粒子の点で考察すると、着色組成物における平均粒子径を小さくす
るために分散度を高めていく（分散体の平均粒子径を小さくする）とコントラスト比は徐
々に上昇するが、通常の分散方法により平均分散粒子径を一次粒子径より小さくすること
は困難であるため、分散度を高めても到達するコントラスト比には限界がある。従って、
より高いコントラスト比を得るには、顔料の一次粒子径を小さくすることが必要である。
【０００３】
　上記方法において、赤色フィルタの製造には、従来、ジアントラキノン顔料、ペリレン
系顔料又はジケトピロロピロール系顔料等の耐光性及び耐熱性に優れる顔料が用いられて
いた。なかでも、ジケトピロロピロール系顔料は、赤～橙色の顔料で、優れた耐光性及び
耐熱性を有し、赤色カラーフィルタ用として適する分光スペクトルを有し、かつ、透明性
も高いことから、カラーフィルタ用顔料として好ましい顔料である。
【０００４】
　ジケトピロロピロール系顔料の具体例をカラーインデックスナンバーで示すと、Ｃ．Ｉ
．Ｐｉｇｍｅｎｔ Ｒｅｄ ２５４、２５５、２６４及びＣ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ Ｏｒａ
ｎｇｅ ７１が挙げられる。このなかで、特に、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ Ｒｅｄ ２５４
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（ピロロピロール環のパラ位に塩素基を有するジケトピロロピロール顔料）は、赤色カラ
ーフィルタ用として特に適する分光スペクトルを有し、分散性も優れ、非常に高い明度（
＝Ｙ値）が得られるため、赤色カラーフィルタ用顔料として非常に多く用いられている。
高い明度は、液晶ディスプレイにおいて、色の鮮やかさと消費電力の低さを実現するため
に、非常に重要な品質項目である。
【０００５】
　カラーフィルタ用途に市販されているＣ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ Ｒｅｄ ２５４顔料とし
て、イルガフォアレッドＢＣＦ、イルガフォアレッドＢＴ－ＣＦ（共に、チバスペシャル
ティケミカルズ社製）がある。この顔料は、透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）観察によれば一
次粒子径の大きさ４０～８０ｎｍの比較的球状の粒子である。
【０００６】
　カラーフィルタ用ジケトピロロピロール顔料を製造する方法として、特開２００１－２
２０５２０号公報（特許文献１）には、ジケトピロロピロール系顔料（Ａ）、色素誘導体
（Ｂ）、水溶性無機塩（Ｃ）、及び水溶性無機塩（Ｃ）を実質的に溶解しない水溶性有機
溶剤（Ｄ）を含む混合物をニーダー等で混練した後（以下、顔料、水溶性の無機塩及び水
溶性の有機溶剤を含む混合物を混練することをソルトミリングと呼ぶ）、水溶性無機塩（
Ｃ）及び水溶性有機溶剤（Ｄ）を除去することで得られる、カラーフィルタ用ジケトピロ
ロピロール顔料が開示されている。
【０００７】
　このソルトミリングと呼ばれる処理方法は、顔料の一次粒子の粉砕及び結晶成長が並行
して起こるため、一次粒子径を小さく制御できるばかりでなく、粗大粒子の存在をなくす
とともに、一次粒子径の粒度分布幅が狭い顔料を得ることができ、カラーフィルタ用途に
は非常に適した微細化方法である。
【０００８】
　近年、カラーフィルタの高コントラスト化に対する要求は非常に高く、一次粒子を非常
に小さく、かつ一次粒子の粒度分布幅を小さくするための検討が行われている。
【０００９】
　しかし、今まで以上に一次粒子径を小さくしたときに、高いコントラスト比が得られる
一方で、カラーフィルタ製造工程に対する工程性が劣ることが多く、具体的には、赤色カ
ラーフィルタに加工する際に、微細なＣ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ Ｒｅｄ ２５４を含む感放
射線顔料組成物を使用すると、特に耐溶剤性に劣ることが明らかになってきた。
【００１０】
　通常、液晶表示装置はカラーフィルタ基板とＴＦＴ（Ｔｈｉｎ－Ｆｉｌｍ－Ｔｒａｎｓ
ｉｓｔｏｒ）基板とを個別に作製し、貼りあわせた後、液晶を注入することにより製造さ
れる。この際、カラーフィルタ基板は、着色層の上に、液晶を配向させるためにポリイミ
ド等の配向膜が塗布される。このため、着色層には、ポリイミド樹脂溶液の溶剤として使
用されるＮＭＰ（Ｎ－メチル－ピロリドン）など極性の強い溶剤に対する耐性が必要とさ
れる。
【００１１】
　近年、ＣＯＡ（Ｃｏｌｏｒ－ｆｉｌｔｅｒ  Ｏｎ  Ａｒｒａｙ）方式の液晶表示装置の
実用化が進んでいる。ＣＯＡ方式では、ＴＦＴの上に層間絶縁膜の役割も兼ねる着色層を
形成される。このため、着色層に対する要求特性は前述のような通常の要求特性に加えて
、層間絶縁膜に対する要求特性、即ち剥離液耐性等が必須の要求特性として追加される。
これらの要求特性を満足するためには、着色層の上に保護層として樹脂被膜を設けること
も行なわれている。
【００１２】
　従来、カラーフィルタの評価に用いられる耐ＮＭＰ性は３０℃×３０分で浸漬させた前
後の色度変化で評価されてきた。上記の剥離液耐性は８０℃での浸漬後の浸積液の色変化
で評価されるので、通常の着色層のままではＣＯＡ方式のカラーフィルタには全く使えな
いものである。
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【００１３】
　このようなより厳しい条件での溶剤耐性を付与するために、下記のような提案がなされ
ている。特許文献１では、カルボキシル基含有重合体にエポキシ基含有エチレン性不飽和
化合物を反応させることにより得られ、その二重結合当量が４２０以下であるアルカリ可
溶性樹脂からなるバインダー樹脂を用いることにより、良好な画像形成性を有すると共に
耐熱性に優れた光重合性組成物、及び、該光重合性組成物を用いたカラーフィルタが提案
されている。しかし、アルカリ可溶性樹脂の二重結合当量を下げて光硬化性を上げただけ
では、より厳しい耐ＮＭＰ性を満足することはできなかった。特許文献２では、光架橋剤
にカプロラクトン変性部位を有する光架橋剤を少なくとも１種類用い、熱架橋剤にメラミ
ン樹脂を用いることにより、透明樹脂による保護層（オーバーコート層）を設けることな
く、液晶表示装置作製工程などにおいて不具合を発生しない信頼性の高いカラーフィルタ
が提案されている。しかし、カプロラクトン変性部位を有する光架橋剤を用いても、耐Ｎ
ＭＰ性の改善効果は限定的であった。特許文献３では、特定の光重合開始剤と４官能以上
の多官能エポキシ化合物により、ＮＭＰ耐性、ＩＴＯ蒸着適性、液保存安定性が良好であ
る硬化性樹脂組成物を用いたカラーフィルタが提案されている。ヘキサアリールビイミダ
ゾール系重合開始剤と、オキシム系開始剤、もしくはトリアジン系開始剤のいずれか一方
が必須成分としており、適用範囲が制限される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１４】
【特許文献１】特開２００１－３３７４５０号公報
【特許文献２】特開２００７－２２５７１７号公報
【特許文献３】特開２０１０－２４４３４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１５】
　本発明の目的は、コントラスト比、耐溶剤性、現像性、耐熱性、耐光性に優れるカラー
フィルタ用赤色着色組成物を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　本発明者らは、前記諸問題を解決するために鋭意研究を重ねた結果、カラーフィルタ用
赤色着色組成物の着色剤として、赤色顔料と有機色素誘導体を含有し、熱架橋性成分とし
て３官能以上の多官能エポキシ樹脂を使用することにより、微細化された赤色顔料であっ
ても耐溶剤性に優れ、コントラスト比、現像性、耐熱性、耐光性を保持することができる
ことを見出し、この知見に基づいて本発明をなしたものである。
【００１７】
　すなわち、本発明は、有機顔料と、下記一般式（Ｉ）で示される有機色素誘導体と、有
機溶剤と、アルカリ可溶性樹脂と、熱架橋性成分とを含むカラーフィルタ用赤色着色組成
物であって、
有機顔料が、少なくともＣ．Ｉ．ピグメント　レッド　２５４を含有し、その一次粒子径
が２５～４５ｎｍであり、
熱架橋性成分が、３官能以上の多官能エポキシ樹脂であることを特徴とするカラーフィル
タ用赤色着色組成物に関する。
【００１８】
一般式（Ｉ）
Ｐ－[Ｘ1－(ＣＨ2)m－Ｎ(Ｒ1，Ｒ2)]n
【００１９】
（式中、Ｐは、ジケトピロロピロール、ベンゾイソインドール、チアジンインジゴ骨格構
造の残基を表し、
Ｘ1は－ＣＨ2ＮＨ－、－ＳＯ2ＮＨ－、－ＣＨ2ＮＨＣＯ－、－ＣＨ2ＮＨＣＯＣＨ2ＮＨ－



(5) JP 2012-177716 A 2012.9.13

10

20

30

40

50

、及び、－ＣＯＮＨ－から選ばれる２価の連結基を表し、
Ｒ1及びＲ2はそれぞれ独立に水素原子、置換基を有してもよいアルキル基、アリール基、
または、Ｒ1及びＲ2で窒素原子または酸素原子を含んでも良い複素環を表し、
ｍは１～４、ｎは１～４を表す。）
【００２０】
　また、本発明は、有機顔料が、さらにC．Ｉ．ピグメント　レッド　１７７を含有する
ことを特徴とする前記記載のカラーフィルタ用赤色着色組成物に関する。
【００２１】
　また、本発明は、有機顔料が、さらに黄色顔料を含有することを特徴とする前記記載の
カラーフィルタ用赤色着色組成物に関する。
【００２２】
　また、本発明は、さらに光重合性単量体および／または光重合開始剤を含有することを
特徴とする前記記載のカラーフィルタ用赤色着色組成物に関する。
【００２３】
　また、本発明は、光重合開始剤を含有することを特徴とする前記カラーフィルタ用赤色
着色組成物に関する。
【発明の効果】
【００２４】
　本発明においては、有機顔料が少なくともＣ．Ｉ．ピグメント　レッド　２５４を含有
し、その一次粒子径が２５～４５ｎｍであり、さらに下記一般式（Ｉ）で示される有機色
素誘導体を含有し、熱架橋性成分が３官能以上の多官能エポキシ樹脂であるカラーフィル
タ用赤色着色組成物を用いることにより、微細化された赤色顔料を用いた場合でもコント
ラスト比、耐溶剤性、色特性、耐熱性、耐光性に優れたカラーフィルタを得ることができ
る。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　以下、本発明を詳細に説明する。
【００２６】
　本発明のカラーフィルタ用赤色着色組成物は、有機顔料が少なくともＣ．Ｉ．ピグメン
ト　レッド　２５４を含有し、その一次粒子径が２５～４５ｎｍであり、さらに下記一般
式（Ｉ）で示される有機色素誘導体を含有し、熱架橋性成分が３官能以上の多官能エポキ
シ樹脂であるカラーフィルタ用赤色着色組成物である。
【００２７】
＜着色剤＞
　本発明のカラーフィルタ用赤色着色組成物の着色剤としては、赤色の有機顔料と有機色
素誘導体を含むものである。
（赤色の有機顔料）
　本発明の赤色着色組成物の用いる赤色の有機顔料としては、少なくともＣ．Ｉ．ピグメ
ント　レッド　２５４を含有し、さらに、従来用いられている下記のカラーインデックス
の赤色顔料を用いることができる。
【００２８】
　Ｃ．Ｉ．ピグメント　レッド　７、９、１４、４１、４８：１、４８：２、４８：３、
４８：４、５７：１、８１、８１：１、８１：２、８１：３、８１：４、９７、１２２、
１２３、１４６、１４９、１６８、１６９、１７６、１７７、１７８、１８０、１８４、
１８５、１８７、１９２、２００、２０２、２０８、２０９、２１０、２１５、２１６、
２１７、２２０、２２３、２２４、２２６、２２７、２２８、２４０、２４２、２４６、
２５５、２６４、２７０、２７２、２７３、２７６、２７７、２７８、２７９、２８０、
２８１、２８２、２８３、２８４、２８５、２８６、及び２８７等がある。
【００２９】
　これらの中でも、本発明の赤色着色組成物に用いる赤色の有機顔料としては、少なくと
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もＣ．Ｉ．ピグメント　レッド　２５４を含有し、さらに、Ｃ．Ｉ．ピグメント　レッド
　１７７を含有することが好ましく、色度によっては、さらにＣ．Ｉ．ピグメント　イエ
ロー １５０を併用することが好ましい。
【００３０】
　また、別の好ましい組み合わせとしては、少なくともＣ．Ｉ．ピグメント　レッド　２
５４を含有し、Ｃ．Ｉ．ピグメント　イエロー １３８または１３９との併用系が挙げら
れる。
【００３１】
　本発明の赤色着色組成物に用いる着色剤は、赤色の有機顔料に加えて、黄色の有機顔料
を併用してもよい。
　併用する黄色の有機顔料としては、例えばＣ．Ｉ．ピグメント　イエロー １、２、３
、４、５、６、１０、１２、１３、１４、１５、１６、１７、１８、２０、２４、３１、
３２、３４、３５、３５：１、３６、３６：１、３７、３７：１、４０、４２、４３、５
３、５５、６０、６１、６２、６３、６５、７３、７４、７７、８１、８３、８６、９３
、９４、９５、９７、９８、１００、１０１、１０４、１０６、１０８、１０９、１１０
、１１３、１１４、１１５、１１６、１１７、１１８、１１９、１２０、１２３、１２５
、１２６、１２７、１２８、１２９、１３７、１３８、１３９、１４７、１４８、１５０
、１５１、１５２、１５３、１５４、１５５、１５６、１６１、１６２、１６４、１６６
、１６７、１６８、１６９、１７０、１７１、１７２、１７３、１７４、１７５、１７６
、１７７、１７９、１８０、１８１、１８２、１８５、１８７、１８８、１９３、１９４
、及び１９９等を用いることができる。
　中でも、Ｃ．Ｉ．ピグメント　イエロー　１３８、１３９、１５０、及び１８５が好ま
しい。
【００３２】
[顔料の微細化]
　本発明の赤色着色組成物に使用する赤色の有機顔料、さらにオプションとして用いる有
機顔料は、ソルトミリング処理を行い微細化することが好ましい。顔料の一次粒子径は、
着色剤担体中への分散が良好なことから、２０ｎｍ以上であることが好ましい。また、コ
ントラスト比が高いフィルタセグメントを形成できることから、５０ｎｍ以下であること
が好ましい。特に好ましい範囲は、２５～４５ｎｍの範囲である。なお、顔料の一次粒子
径は、顔料のＴＥＭ（透過型電子顕微鏡）による電子顕微鏡写真から一次粒子の大きさを
画像処理で評価した。具体的には、ＴＥＭ写真上の１００個の一次粒子について、円相当
径を
求め、その平均値を平均一次粒子径とした。
【００３３】
　少なくともＣ．Ｉ．ピグメント　レッド　２５４は、その一次粒子径が２５～４５ｎｍ
であることが好ましい。
【００３４】
　ソルトミリング処理とは、顔料と水溶性無機塩と水溶性有機溶剤との混合物を、ニーダ
ー、２本ロールミル、３本ロールミル、ボールミル、アトライター、サンドミル等の混練
機を用いて、加熱しながら機械的に混練した後、水洗により水溶性無機塩と水溶性有機溶
剤を除去する処理である。水溶性無機塩は、破砕助剤として働くものであり、ソルトミリ
ング時に無機塩の硬度の高さを利用して顔料が破砕される。顔料をソルトミリング処理す
る際の条件を最適化することにより、一次粒子径が非常に微細であり、また、分布の幅が
せまく、シャープな粒度分布をもつ顔料を得ることができる。
【００３５】
　水溶性無機塩としては、塩化ナトリウム、塩化バリウム、塩化カリウム、硫酸ナトリウ
ム等を用いることができるが、価格の点から塩化ナトリウム（食塩）を用いるのが好まし
い。水溶性無機塩は、処理効率と生産効率の両面から、顔料の全重量を基準（１００重量
％）として、５０～２０００重量％用いることが好ましく、３００～１０００重量％用い
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【００３６】
　水溶性有機溶剤は、顔料及び水溶性無機塩を湿潤する働きをするものであり、水に溶解
（混和）し、かつ用いる無機塩を実質的に溶解しないものであれば特に限定されない。た
だし、ソルトミリング時に温度が上昇し、溶剤が蒸発し易い状態になるため、安全性の点
から、沸点１２０℃以上の高沸点溶剤が好ましい。例えば、２－メトキシエタノール、２
－ブトキシエタノール、２－（イソペンチルオキシ）エタノール、２－（ヘキシルオキシ
）エタノール、ジエチレングリコール、ジエチレングリコールモノエチルエーテル、ジエ
チレングリコールモノブチルエーテル、トリエチレングリコール、トリエチレングリコー
ルモノメチルエーテル、液状のポリエチレングリコール、１－メトキシ－２－プロパノー
ル、１－エトキシ－２－プロパノール、ジプロピレングリコール、ジプロピレングリコー
ルモノメチルエーテル、ジプロピレングリコールモノエチルエーテル、液状のポリプロピ
レングリコール等が用いられる。水溶性有機溶剤は、顔料の全重量を基準（１００重量％
）として、５～１０００重量％用いることが好ましく、５０～５００重量％用いることが
最も好ましい。
【００３７】
　顔料をソルトミリング処理する際には、必要に応じて樹脂を添加してもよい。用いられ
る樹脂の種類は特に限定されず、天然樹脂、変性天然樹脂、合成樹脂、天然樹脂で変性さ
れた合成樹脂等を用いることができる。用いられる樹脂は、室温で固体であり、水不溶性
であることが好ましく、かつ上記有機溶剤に一部可溶であることがさらに好ましい。樹脂
の使用量は、顔料の全重量を基準（１００重量％）として、５～２００重量％の範囲であ
ることが好ましい。
【００３８】
＜有機色素誘導体＞
　本発明の赤色着色組成物に使用するＣ．Ｉ．ピグメント　レッド　２５４と併用される
有機色素誘導体は、下記一般式（Ｉ）で示されるものである。
【００３９】
一般式（Ｉ）
Ｐ－[Ｘ1－(ＣＨ2)m－Ｎ(Ｒ1，Ｒ2)]n
【００４０】
（式中、Ｐは、ジケトピロロピロール、ベンゾイソインドール、チアジンインジゴ骨格構
造の残基、Ｘ1は－ＣＨ2ＮＨ－、－ＳＯ2ＮＨ－、－ＣＨ2ＮＨＣＯ－、－ＣＨ2ＮＨＣＯ
ＣＨ2ＮＨ－、－ＣＯＮＨ－から選ばれる２価の連結基、Ｒ1，Ｒ2はそれぞれ独立に水素
原子、置換基を有してもよいアルキル基、アリール基、またはＲ1，Ｒ2で窒素原子または
酸素原子を含んでも良い複素環、ｍは１～４、ｎは１～４を表す。）
【００４１】
　以下に、ジケトピロロピロール構造、ベンゾイソインドール構造、チアジンインジゴ構
造の色素誘導体を例示する。
（ジケトピロロピロール誘導体の具体例）
また、ジケトピロロピロール誘導体としては、具体的には、以下の式（２）又は（３）で
表される化合物を用いることができるが、これらに限定されるものではない。
【００４２】
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【化１】

（ベンゾイソインドール誘導体の具体例）
また、ベンゾイソインドール誘導体としては、具体的には、式（４）で表される以下の化
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【００４３】
【化２】

（アントラキノン誘導体の具体例）
また、アントラキノン誘導体としては、具体的には、以下の式（５）で表される化合物を
用いることができるが、これらに限定されるものではない。
【００４４】
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【化３】

【００４５】
（ジアントラキノン誘導体の具体例）
また、ジアントラキノン誘導体としては、具体的には、以下の式（６）で表される化合物
を用いることができるが、これらに限定されるものではない。
【００４６】

【化４】

【００４７】
（チアジンインジゴ誘導体の具体例）
また、チアジンインジゴ誘導体としては、具体的には、以下の式（７）で表される化合物
を用いることができるが、これらに限定されるものではない。
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【化５】

【００４９】
＜熱架橋性成分＞
　本発明における３官能以上の多官能エポキシ樹脂とは、１分子中に３個以上のエポキシ
環を有する化合物である。エポキシ環は、バインダー樹脂のカルボキシル基と熱架橋する
ことができる。
【００５０】
　本発明に使用できる３官能以上の多官能エポキシ樹脂としては、ノボラック型エポキシ
樹脂、脂環式エポキシ化合物などが挙げられる。
【００５１】
　ノボラック型エポキシ樹脂とは、下記一般式（８）で表される化合物で、フェノールノ
ボラック型エポキシ樹脂、クレゾールノボラック型エポキシ樹脂に分類される。
一般式（８）
【００５２】
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【００５３】
Ｒ１は、それぞれ独立にメチル基または水素原子、ｑは、２～１００の整数である。
【００５４】
　ノボラック型エポキシ樹脂としては、具体的には、ＥＯＣＮ－１０２０、ＥＯＣＮ－１
０２Ｓ、ＥＯＣＮ－１０３Ｓ、ＥＯＣＮ－１０４Ｓ、ＥＯＣＮ－４５００、ＥＯＣＮ－４
６００、ＸＤ－１０００、ＸＤ－１０００－Ｌ、ＸＤ－１０００－２Ｌ、ＮＣ－３０００
、ＮＣ－３０００－Ｈ（以上、日本化薬社製）、ＹＤＰＮ－６３８、ＹＤＣＮ－７００－
２、ＹＤＣＮ－７００－３、ＹＤＣＮ－７００－５、ＹＤＣＮ－７００－７、ＹＤＣＮ－
７００－１０、ＹＤＣＮ－７０４、ＹＤＣＮ－７０４Ａ（以上、新日鐵化学社製）、Ｎ－
６６０、Ｎ－６６５、Ｎ－６７０、Ｎ－６７３、Ｎ－６８０、Ｎ－６９０、Ｎ－６９５、
Ｎ－６６５－ＥＸＰ、Ｎ－６７２－ＥＸＰ、Ｎ－６５５－ＥＸＰ－Ｓ、Ｎ－６６２－ＥＸ
Ｐ－Ｓ（以上、ＤＩＣ社製）などが挙げられる。
【００５５】
　脂環式エポキシ樹脂とは、例えば、下記一般式（９）で表される化合物である。脂環式
エポキシ樹脂としては、ＥＨＰＥ３１５０（ダイセル化学工業社製）などが挙げられる。
一般式（９）
【００５６】
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【化７】

【００５７】
ｊ、k、ｌはそれぞれ１～３０の整数である。
【００５８】
　これ以外の３官能以上の多官能エポキシ樹脂としては、三官能のエポキシ樹脂であるテ
クモアＶＧ３１０１（プリンテック社製）、四官能のエポキシ樹脂であるＴＥＴＲＡＤ－
Ｃ、ＴＥＴＲＡＤ－Ｘ（以上、三菱ガス化学社製）などが挙げられる。
【００５９】
　３官能以上の多官能エポキシ樹脂の添加量としては、アルカリ可溶性樹脂のカルボン酸
量Ｃ１に対して、エポキシ量Ｄ１との比率（Ｃ１／Ｄ１）が０．５以上１．５以下である
ことが好ましい。Ｃ１／Ｄ１が０．５より小さいと、ベーク後の黄変により、カラーフィ
ルタの品質が損われたり、着色組成物の経時安定性が保てない場合がある。Ｃ１／Ｄ１が
１．５より大きいと、耐溶剤性の改善効果が制限されることがある。
【００６０】
＜アルカリ可溶性樹脂＞
　アルカリ可溶性樹脂としては、酸性基含有エチレン性不飽和単量体を共重合したアクリ
ル共重合樹脂を使用することができる。また、さらに光感度を向上させるために、エチレ
ン性不飽和二重結合を有する活性エネルギー線硬化性樹脂を用いることもできる。アルカ
リ可溶性樹脂の重量平均分子量（Ｍｗ）は、着色剤を好ましく分散させるためには、３，
０００～１００，０００の範囲が好ましく、より好ましくは５，０００～５０，０００の
範囲である。また数平均分子量（Ｍｎ）は３，０００～３０，０００の範囲が好ましく、
Ｍｗ／Ｍｎの値は５以下であることが好ましい。
【００６１】
　アルカリ可溶性樹脂をカラーフィルタ用感光性着色組成物として使用する場合には、顔
料の分散性、浸透性、現像性、及び耐熱性の観点から、着色剤吸着基及び現像時のアルカ
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リ可溶基として働くカルボキシル基、着色剤担体及び溶剤に対する親和性基として働く脂
肪族基及び芳香族基のバランスが、顔料及び造塩化合物の分散性、浸透性、現像性、さら
には耐久性にとって重要であり、酸価２０～３００ｍｇＫＯＨ／ｇの樹脂を用いることが
好ましい。酸価が、２０ｍｇＫＯＨ／ｇ未満では、現像液に対する溶解性が悪く、微細パ
ターン形成するのが困難である。３００ｍｇＫＯＨ／ｇを超えると、微細パターンが残ら
なくなる。
【００６２】
　アルカリ可溶性樹脂は、成膜性および諸耐性が良好なことから、着色剤の全重量を基準
（１００重量％）として、３０重量％以上の量で用いることが好ましく、着色剤濃度が高
く、良好な色特性を発現できることから、５００重量％以下の量で用いることが好ましい
。
【００６３】
　酸性基含有エチレン性不飽和モノマーを共重合したアルカリ可溶性樹脂としては、例え
ば、カルボキシル基、スルホン基等の酸性基を有する樹脂が挙げられる。アルカリ可溶性
樹脂として具体的には、酸性基を有するアクリル樹脂、α－オレフィン／（無水）マレイ
ン酸共重合体、スチレン／スチレンスルホン酸共重合体、エチレン／（メタ）アクリル酸
共重合体、又はイソブチレン／（無水）マレイン酸共重合体等が挙げられる。中でも、酸
性基を有するアクリル樹脂、およびスチレン／スチレンスルホン酸共重合体から選ばれる
少なくとも１種の樹脂、特に酸性基を有するアクリル樹脂は、耐熱性、透明性が高いため
、好適に用いられる。
【００６４】
　エチレン性不飽和二重結合を有する活性エネルギー線硬化性樹脂としては、たとえば以
下に示す(a)や(b)の方法により不飽和エチレン性二重結合を導入した樹脂が挙げられる。
【００６５】
　[方法(a)]
　方法(ａ)としては、例えば、エポキシ基を有する不飽和エチレン性単量体と、他の１種
類以上の単量体とを共重合することによって得られた共重合体の側鎖エポキシ基に、不飽
和エチレン性二重結合を有する不飽和一塩基酸のカルボキシル基を付加反応させ、更に、
生成した水酸基に、多塩基酸無水物を反応させ、不飽和エチレン性二重結合およびカルボ
キシル基を導入する方法がある。
【００６６】
　エポキシ基を有する不飽和エチレン性単量体としては、例えば、グリシジル（メタ）ア
クリレート、メチルグリシジル（メタ）アクリレート、２－グリシドキシエチル（メタ）
アクリレート、３，４エポキシブチル（メタ）アクリレート、及び３，４エポキシシクロ
ヘキシル（メタ）アクリレートが挙げられ、これらは、単独で用いても、２種類以上を併
用してもかまわない。次工程の不飽和一塩基酸との反応性の観点で、グリシジル（メタ）
アクリレートが好ましい。
【００６７】
　不飽和一塩基酸としては、（メタ）アクリル酸、クロトン酸、ｏ－、ｍ－、ｐ－ビニル
安息香酸、（メタ）アクリル酸のα位ハロアルキル、アルコキシル、ハロゲン、ニトロ、
シアノ置換体等のモノカルボン酸等が挙げられ、これらは、単独で用いても、２種類以上
を併用してもかまわない。
【００６８】
　多塩基酸無水物としては、テトラヒドロ無水フタル酸、無水フタル酸、ヘキサヒドロ無
水フタル酸、無水コハク酸、無水マレイン酸等が挙げられ、これらは単独で用いても、２
種類以上を併用してもかまわない。カルボキシル基の数を増やす等、必要に応じて、トリ
メリット酸無水物等のトリカルボン酸無水物を用いたり、ピロメリット酸二無水物等のテ
トラカルボン酸二無水物を用いて、残った無水物基を加水分解すること等もできる。また
、多塩基酸無水物として、不飽和エチレン性二重結合を有する、エトラヒドロ無水フタル
酸、又は無水マレイン酸を用いると、更に不飽和エチレン性二重結合を増やすことができ
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る。
【００６９】
　方法(ａ)の類似の方法として、例えば、カルボキシル基を有する不飽和エチレン性単量
体と、他の１種類以上の単量体とを共重合することによって得られた共重合体の側鎖カル
ボキシル基の一部に、エポキシ基を有する不飽和エチレン性単量体を付加反応させ、不飽
和エチレン性二重結合およびカルボキシル基を導入する方法がある。
【００７０】
　[方法(ｂ)]
　方法(ｂ)としては、水酸基を有する不飽和エチレン性単量体を使用し、他のカルボキシ
ル基を有する不飽和一塩基酸の単量体や、他の単量体とを共重合することによって得られ
た共重合体の側鎖水酸基に、イソシアネート基を有する不飽和エチレン性単量体のイソシ
アネート基を反応させる方法がある。
【００７１】
　水酸基を有する不飽和エチレン性単量体としては、２－ヒドロキシエチル（メタ）アク
リレート、２－若しくは３－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、２－若しくは３
－若しくは4－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート、グリセロール（メタ）アクリレ
ート、又はシクロヘキサンジメタノールモノ（メタ）アクリレート等のヒドロキシアルキ
ル（メタ）アクリレート類が挙げられ、これらは、単独で用いても、２種類以上を併用し
てもかまわない。また、上記ヒドロキシアルキル（メタ）アクリレートに、エチレンオキ
シド、プロピレンオキシド、及び／又はブチレンオキシド等を付加重合させたポリエーテ
ルモノ（メタ）アクリレートや、（ポリ）γ－バレロラクトン、（ポリ）ε－カプロラク
トン、及び／又は（ポリ）１２－ヒドロキシステアリン酸等を付加した（ポリ）エステル
モノ（メタ）アクリレートも使用できる。塗膜異物抑制の観点から、２－ヒドロキシエチ
ル（メタ）アクリレート、又はグリセロール（メタ）アクリレートが好ましい。
【００７２】
　イソシアネート基を有する不飽和エチレン性単量体としては、２－（メタ）アクリロイ
ルオキシエチルイソシアネート、又は１，１－ビス〔（メタ）アクリロイルオキシ〕エチ
ルイソシアネート等が挙げられるが、これらに限定することなく、２種類以上併用するこ
ともできる。
その他の樹脂成分として、熱硬化性樹脂を使用することができ、例えば、ベンゾグアナミ
ン樹脂、ロジン変性マレイン酸樹脂、ロジン変性フマル酸樹脂、メラミン樹脂、尿素樹脂
、およびフェノール樹脂等が挙げられる。
【００７３】
＜有機溶剤＞
　本発明の赤色着色組成物には、着色剤を充分に着色剤担体中に分散、浸透させ、ガラス
基板等の基板上に乾燥膜厚が０．２～５μｍとなるように塗布してフィルタセグメントを
形成することを容易にするために有機溶剤を含有させることができる。
【００７４】
　有機溶剤としては、例えば乳酸エチル、ベンジルアルコール、１，２，３－トリクロロ
プロパン、１，３－ブタンジオール、１，３－ブチレングリコール、１，３－ブチレング
リコールジアセテート、１，４－ジオキサン、２－ヘプタノン、２－メチル－１，３－プ
ロパンジオール、３，５，５－トリメチル－２－シクロヘキセン-1-オン、３，３，５－
トリメチルシクロヘキサノン、３－エトキシプロピオン酸エチル、３－メチル－１，３－
ブタンジオール、３－メトキシ－３－メチル－１－ブタノール、３－メトキシ－３－メチ
ルブチルアセテート、３－メトキシブタノール、３－メトキシブチルアセテート、４－ヘ
プタノン、ｍ－キシレン、ｍ－ジエチルベンゼン、ｍ－ジクロロベンゼン、Ｎ，Ｎ－ジメ
チルアセトアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、ｎ－ブチルアルコール、ｎ－ブチル
ベンゼン、ｎ－プロピルアセテート、ｏ－キシレン、ｏ－クロロトルエン、ｏ－ジエチル
ベンゼン、ｏ－ジクロロベンゼン、ｐ－クロロトルエン、ｐ－ジエチルベンゼン、ｓｅｃ
－ブチルベンゼン、ｔｅｒｔ－ブチルベンゼン、γ―ブチロラクトン、イソブチルアルコ



(16) JP 2012-177716 A 2012.9.13

10

20

30

40

50

ール、イソホロン、エチレングリコールジエチルエーテル、エチレングリコールジブチル
エーテル、エチレングリコールモノイソプロピルエーテル、エチレングリコールモノエチ
ルエーテル、エチレングリコールモノエチルエーテルアセテート、エチレングリコールモ
ノターシャリーブチルエーテル、エチレングリコールモノブチルエーテル、エチレングリ
コールモノブチルエーテルアセテート、エチレングリコールモノプロピルエーテル、エチ
レングリコールモノヘキシルエーテル、エチレングリコールモノメチルエーテル、エチレ
ングリコールモノメチルエーテルアセテート、ジイソブチルケトン、ジエチレングリコー
ルジエチルエーテル、ジエチレングリコールジメチルエーテル、ジエチレングリコールモ
ノイソプロピルエーテル、ジエチレングリコールモノエチルエーテルアセテート、ジエチ
レングリコールモノブチルエーテル、ジエチレングリコールモノブチルエーテルアセテー
ト、ジエチレングリコールモノメチルエーテル、シクロヘキサノール、シクロヘキサノー
ルアセテート、シクロヘキサノン、ジプロピレングリコールジメチルエーテル、ジプロピ
レングリコールメチルエーテルアセテート、ジプロピレングリコールモノエチルエーテル
、ジプロピレングリコールモノブチルエーテル、ジプロピレングリコールモノプロピルエ
ーテル、ジプロピレングリコールモノメチルエーテル、ダイアセトンアルコール、トリア
セチン、トリプロピレングリコールモノブチルエーテル、トリプロピレングリコールモノ
メチルエーテル、プロピレングリコールジアセテート、プロピレングリコールフェニルエ
ーテル、プロピレングリコールモノエチルエーテル、プロピレングリコールモノエチルエ
ーテルアセテート、プロピレングリコールモノブチルエーテル、プロピレングリコールモ
ノプロピルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテル、プロピレングリコール
モノメチルエーテルアセテート、プロピレングリコールモノメチルエーテルプロピオネー
ト、ベンジルアルコール、メチルイソブチルケトン、メチルシクロヘキサノール、酢酸ｎ
－アミル、酢酸ｎ－ブチル、酢酸イソアミル、酢酸イソブチル、酢酸プロピル、二塩基酸
エステル等が挙げられる。
【００７５】
　中でも、本発明の顔料の分散、溶解が良好なことから、乳酸エチル、プロピレングリコ
ールモノメチルエーテルアセテート、プロピレングリコールモノエチルエーテルアセテー
ト、エチレングリコールモノメチルエーテルアセテート、エチレングリコールモノエチル
エーテルアセテート等のグリコールアセテート類、ベンジルアルコール等の芳香族アルコ
ール類やシクロヘキサノン等のケトン類を用いることが好ましい。
【００７６】
　有機溶剤は、１種を単独で、若しくは２種以上を混合して用いることができる。また有
機溶剤は、着色組成物を適正な粘度に調節し、目的とする均一な膜厚のフィルタセグメン
トを形成できることから、着色剤の全重量を基準（１００重量％）にして、８００～４０
００重量％の量で用いることが好ましい。
【００７７】
（分散助剤）
　着色剤を着色剤担体中に分散する際には、適宜、樹脂型分散剤、界面活性剤等の分散助
剤を用いることができる。分散助剤は、着色剤の分散に優れ、分散後の着色剤の再凝集を
防止する効果が大きいので、分散助剤を用いて着色剤を顔料担体中に分散してなる着色組
成物を用いた場合には、分光透過率の高いカラーフィルタが得られる。
【００７８】
　樹脂型分散剤は、着色剤に吸着する性質を有する顔料親和性部位と、着色剤担体と相溶
性のある部位とを有し、着色剤に吸着して着色剤の着色剤担体への分散を安定化する働き
をするものである。樹脂型分散剤として具体的には、ポリウレタン、ポリアクリレート等
のポリカルボン酸エステル、不飽和ポリアミド、ポリカルボン酸、ポリカルボン酸（部分
）アミン塩、ポリカルボン酸アンモニウム塩、ポリカルボン酸アルキルアミン塩、ポリシ
ロキサン、長鎖ポリアミノアマイドリン酸塩、水酸基含有ポリカルボン酸エステルや、こ
れらの変性物、ポリ（低級アルキレンイミン）と遊離のカルボキシル基を有するポリエス
テルとの反応により形成されたアミドやその塩等の油性分散剤、（メタ）アクリル酸－ス
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チレン共重合体、（メタ）アクリル酸－（メタ）アクリル酸エステル共重合体、スチレン
－マレイン酸共重合体、ポリビニルアルコール、ポリビニルピロリドン等の水溶性樹脂や
水溶性高分子化合物、ポリエステル系、変性ポリアクリレート系、エチレンオキサイド／
プロピレンオキサイド付加化合物、燐酸エステル系等が用いられ、これらは単独で又は２
種以上を混合して用いることができるが、必ずしもこれらに限定されるものではない。
【００７９】
　市販の樹脂型分散剤としては、ビックケミー・ジャパン社製のＤｉｓｐｅｒｂｙｋ－１
０１、１０３、１０７、１０８、１１０、１１１、１１６、１３０、１４０、１５４、１
６１、１６２、１６３、１６４、１６５、１６６、１７０、１７１、１７４、１８０、１
８１、１８２、１８３、１８４、１８５、１９０、２０００、２００１、２０２０、２０
２５、２０５０、２０７０、２０９５、２１５０、２１５５またはＡｎｔｉ－Ｔｅｒｒａ
－Ｕ、２０３、２０４、またはＢＹＫ－Ｐ１０４、Ｐ１０４Ｓ、２２０Ｓ、６９１９、ま
たはＬａｃｔｉｍｏｎ、Ｌａｃｔｉｍｏｎ－ＷＳまたはＢｙｋｕｍｅｎ等、日本ルーブリ
ゾール社製のＳＯＬＳＰＥＲＳＥ－３０００、９０００、１３０００、１３２４０、１３
６５０、１３９４０、１６０００、１７０００、１８０００、２００００、２１０００、
２４０００、２６０００、２７０００、２８０００、３１８４５、３２０００、３２５０
０、３２５５０、３３５００、３２６００、３４７５０、３５１００、３６６００、３８
５００、４１０００、４１０９０、５３０９５、５５０００、７６５００等、チバ・ジャ
パン社製のＥＦＫＡ－４６、４７、４８、４５２、４００８、４００９、４０１０、４０
１５、４０２０、４０４７、４０５０、４０５５、４０６０、４０８０、４４００、４４
０１、４４０２、４４０３、４４０６、４４０８、４３００、４３１０、４３２０、４３
３０、４３４０、４５０、４５１、４５３、４５４０、４５５０、４５６０、４８００、
５０１０、５０６５、５０６６、５０７０、７５００、７５５４、１１０１、１２０、１
５０、１５０１、１５０２、１５０３、等、味の素ファインテクノ社製のアジスパーＰＡ
１１１、ＰＢ７１１、ＰＢ８２１、ＰＢ８２２、ＰＢ８２４等が挙げられる。
【００８０】
　界面活性剤としては、ラウリル硫酸ナトリウム、ポリオキシエチレンアルキルエーテル
硫酸塩、ドデシルベンゼンスルホン酸ナトリウム、スチレン－アクリル酸共重合体のアル
カリ塩、ステアリン酸ナトリウム、アルキルナフタリンスルホン酸ナトリウム、アルキル
ジフェニルエーテルジスルホン酸ナトリウム、ラウリル硫酸モノエタノールアミン、ラウ
リル硫酸トリエタノールアミン、ラウリル硫酸アンモニウム、ステアリン酸モノエタノー
ルアミン、スチレン－アクリル酸共重合体のモノエタノールアミン、ポリオキシエチレン
アルキルエーテルリン酸エステル等のアニオン性界面活性剤；ポリオキシエチレンオレイ
ルエーテル、ポリオキシエチレンラウリルエーテル、ポリオキシエチレンノニルフェニル
エーテル、ポリオキシエチレンアルキルエーテルリン酸エステル、ポリオキシエチレンソ
ルビタンモノステアレート、ポリエチレングリコールモノラウレート等のノニオン性界面
活性剤；アルキル４級アンモニウム塩やそれらのエチレンオキサイド付加物等のカオチン
性界面活性剤；アルキルジメチルアミノ酢酸ベタイン等のアルキルベタイン、アルキルイ
ミダゾリン等の両性界面活性剤が挙げられ、これらは単独で又は２種以上を混合して用い
ることができるが、必ずしもこれらに限定されるものではない。
【００８１】
　樹脂型分散剤、界面活性剤を添加する場合には、着色剤の全量を基準（１００重量％）
とし、好ましくは０．１～５５重量％、さらに好ましくは０．１～４５重量％である。樹
脂型分散剤、界面活性剤の配合量が、０．１重量％未満の場合には、添加した効果が得ら
れ難く、配合量が５５重量％より多いと、過剰な分散剤により分散に影響を及ぼすことが
ある。
【００８２】
　本発明の着色組成物は、さらに光重合性単量体および／または光重合開始剤を添加し、
カラーフィルタ用感光性着色組成物として使用することが出来る。
【００８３】
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＜光重合性化合物＞
　本発明の光重合性化合物には、紫外線や熱などにより硬化して透明樹脂を生成するモノ
マーもしくはオリゴマーが含まれ、これらを単独で、または２種以上混合して用いること
ができる。モノマーの配合量は、着色剤の全重量を基準（１００重量％）として、５～４
００重量％であることが好ましく、光硬化性および現像性の観点から１０～３００重量％
であることがより好ましい。
【００８４】
　紫外線や熱などにより硬化して透明樹脂を生成するモノマー、オリゴマーとしては、例
えば、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシエチ
ル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、シクロヘキシ
ル（メタ）アクリレート、β－カルボキシエチル（メタ）アクリレート、ポリエチレング
リコールジ（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、
トリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、トリプロピレングリコールジ（メタ）
アクリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトー
ルトリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、１，
６－ヘキサンジオールジグリシジルエーテルジ（メタ）アクリレート、ビスフェノールＡ
ジグリシジルエーテルジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコールジグリシジルエ
ーテルジ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、
ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレート、トリシクロデカニル（メタ）アク
リレート、エステルアクリレート、メチロール化メラミンの（メタ）アクリル酸エステル
、エポキシ（メタ）アクリレート、ウレタンアクリレート等の各種アクリル酸エステルお
よびメタクリル酸エステル、（メタ）アクリル酸、スチレン、酢酸ビニル、ヒドロキシエ
チルビニルエーテル、エチレングリコールジビニルエーテル、ペンタエリスリトールトリ
ビニルエーテル、（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ヒドロキシメチル（メタ）アクリルアミ
ド、Ｎ－ビニルホルムアミド、アクリロニトリル等が挙げられるが、必ずしもこれらに限
定されるものではない。
【００８５】
＜光重合開始剤＞
　本発明のカラーフィルタ用赤色着色組成物には、該組成物を紫外線照射により硬化させ
、フォトリソグラフ法によりフィルタセグメントを形成する場合は、光重合開始剤等を加
えて溶剤現像型あるいはアルカリ現像型着色レジスト材の形態で調整することができる。
光重合開始剤を使用する際の配合量は、着色剤の全量を基準として、５～２００重量％で
あることが好ましく、光硬化性および現像性の観点から１０～１５０重量％であることが
より好ましい。
【００８６】
　光重合開始剤としては、４－フェノキシジクロロアセトフェノン、４－ｔ－ブチル－ジ
クロロアセトフェノン、ジエトキシアセトフェノン、１－（４－イソプロピルフェニル）
－２－ヒドロキシ－２－メチルプロパン－１－オン、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェ
ニルケトン、２－メチル－１－[４－（メチルチオ）フェニル]－２－モルフォリノプロパ
ン－１－オン、２－（ジメチルアミノ）－２－[（４－メチルフェニル）メチル]－１－[
４－（４－モルフォリニル）フェニル]－１－ブタノン、又は２－ベンジル－２－ジメチ
ルアミノ－１－（４－モルフォリノフェニル）－ブタン－１－オン等のアセトフェノン系
化合物；ベンゾイン、ベンゾインメチルエーテル、ベンゾインエチルエーテル、ベンゾイ
ンイソプロピルエーテル、又はベンジルジメチルケタール等のベンゾイン系化合物；ベン
ゾフェノン、ベンゾイル安息香酸、ベンゾイル安息香酸メチル、４－フェニルベンゾフェ
ノン、ヒドロキシベンゾフェノン、アクリル化ベンゾフェノン、４－ベンゾイル－４’－
メチルジフェニルサルファイド、又は３，３’，４，４’－テトラ（ｔ－ブチルパーオキ
シカルボニル）ベンゾフェノン等のベンゾフェノン系化合物；チオキサントン、２－クロ
ルチオキサントン、２－メチルチオキサントン、イソプロピルチオキサントン、２，４－
ジイソプロピルチオキサントン、又は２，４－ジエチルチオキサントン等のチオキサント
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ン系化合物；２，４，６－トリクロロ－ｓ－トリアジン、２－フェニル－４，６－ビス（
トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－（ｐ－メトキシフェニル）－４，６－ビス（
トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－（ｐ－トリル）－４，６－ビス（トリクロロ
メチル）－ｓ－トリアジン、２－ピペロニル－４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－
トリアジン、２，４－ビス（トリクロロメチル）－６－スチリル－ｓ－トリアジン、２－
（ナフト－１－イル）－４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－（４
－メトキシ－ナフト－１－イル）－４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン
、２，４－トリクロロメチル－（ピペロニル）－６－トリアジン、又は２，４－トリクロ
ロメチル－（４’－メトキシスチリル）－６－トリアジン等のトリアジン系化合物；１，
２－オクタンジオン，１－〔４－（フェニルチオ）－，２－（Ｏ－ベンゾイルオキシム）
〕、又はＯ－（アセチル）－Ｎ－（１－フェニル－２－オキソ－２－（４’－メトキシ－
ナフチル）エチリデン）ヒドロキシルアミン等のオキシムエステル系化合物；ビス（２，
４，６－トリメチルベンゾイル）フェニルホスフィンオキサイド、又は２，４，６－トリ
メチルベンゾイルジフェニルホスフィンオキサイド等のホスフィン系化合物；９，１０－
フェナンスレンキノン、カンファーキノン、エチルアントラキノン等のキノン系化合物；
 ボレート系化合物； カルバゾール系化合物；イミダゾール系化合物；あるいは、チタノ
セン系化合物等が用いられる。
【００８７】
　これらの光重合開始剤は１種または必要に応じて任意の比率で２種以上混合して用いる
ことができる。これらの光重合開始剤は、カラーフィルタ用赤色着色組成物中の着色剤の
全量を基準(１００重量％)として、５～２００重量％であることが好ましく、光硬化性及
び現像性の観点から１０～１５０重量％であることがより好ましい。
【００８８】
＜増感剤＞
　さらに、本発明のカラーフィルタ用赤色着色組成物には、増感剤を含有させることがで
きる。増感剤としては、カルコン誘導体、ジベンザルアセトン等に代表される不飽和ケト
ン類、ベンジルやカンファーキノン等に代表される１，２－ジケトン誘導体、ベンゾイン
誘導体、フルオレン誘導体、ナフトキノン誘導体、アントラキノン誘導体、キサンテン誘
導体、チオキサンテン誘導体、キサントン誘導体、チオキサントン誘導体、クマリン誘導
体、ケトクマリン誘導体、シアニン誘導体、メロシアニン誘導体、オキソノ－ル誘導体等
のポリメチン色素、アクリジン誘導体、アジン誘導体、チアジン誘導体、オキサジン誘導
体、インドリン誘導体、アズレン誘導体、アズレニウム誘導体、スクアリリウム誘導体、
ポルフィリン誘導体、テトラフェニルポルフィリン誘導体、トリアリールメタン誘導体、
テトラベンゾポルフィリン誘導体、テトラピラジノポルフィラジン誘導体、フタロシアニ
ン誘導体、テトラアザポルフィラジン誘導体、テトラキノキサリロポルフィラジン誘導体
、ナフタロシアニン誘導体、サブフタロシアニン誘導体、ピリリウム誘導体、チオピリリ
ウム誘導体、テトラフィリン誘導体、アヌレン誘導体、スピロピラン誘導体、スピロオキ
サジン誘導体、チオスピロピラン誘導体、金属アレーン錯体、有機ルテニウム錯体、又は
ミヒラーケトン誘導体、α－アシロキシエステル、アシルフォスフィンオキサイド、メチ
ルフェニルグリオキシレート、ベンジル、９，１０－フェナンスレンキノン、カンファー
キノン、エチルアンスラキノン、４，４’－ジエチルイソフタロフェノン、３，３’，又
は４，４’－テトラ（ｔ－ブチルパーオキシカルボニル）ベンゾフェノン、４，４’－ジ
エチルアミノベンゾフェノン等が挙げられる。
【００８９】
　さらに具体的には、大河原信ら編、「色素ハンドブック」（１９８６年、講談社）、大
河原信ら編、「機能性色素の化学」（１９８１年、シーエムシー）、池森忠三朗ら編、及
び「特殊機能材料」（１９８６年、シーエムシー）に記載の増感剤が挙げられるがこれら
に限定されるものではない。また、その他、紫外から近赤外域にかけての光に対して吸収
を示す増感剤を含有させることもできる。
【００９０】
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　増感剤は、必要に応じて任意の比率で二種以上用いてもかまわない。増感剤を使用する
際の配合量は、着色組成物中に含まれる光重合開始剤の全重量を基準（１００重量％）と
して、３～６０重量％であることが好ましく、光硬化性、現像性の観点から５～５０重量
％であることがより好ましい。
【００９１】
＜レベリング剤＞
　本発明の着色組成物には、透明基板上での組成物のレベリング性をよくするため、レベ
リング剤を添加することが好ましい。レベリング剤としては、主鎖にポリエーテル構造又
はポリエステル構造を有するジメチルシロキサンが好ましい。主鎖にポリエーテル構造を
有するジメチルシロキサンの具体例としては、東レ・ダウコーニング社製ＦＺ－２１２２
、ビックケミー社製ＢＹＫ－３３３などが挙げられる。主鎖にポリエステル構造を有する
ジメチルシロキサンの具体例としては、ビックケミー社製ＢＹＫ－３１０、ＢＹＫ－３７
０などが挙げられる。主鎖にポリエーテル構造を有するジメチルシロキサンと、主鎖にポ
リエステル構造を有するジメチルシロキサンとは、併用することもできる。レベリング剤
の含有量は通常、着色組成物の全重量を基準（１００重量％）として、０．００３～０．
５重量％用いることが好ましい。
【００９２】
　レベリング剤として特に好ましいものとしては、分子内に疎水基と親水基を有するいわ
ゆる界面活性剤の一種で、親水基を有しながらも水に対する溶解性が小さく、着色組成物
に添加した場合、その表面張力低下能が低いという特徴を有し、さらに表面張力低下能が
低いにも拘らずガラス板への濡れ性が良好なものが有用であり、泡立ちによる塗膜の欠陥
が出現しない添加量において十分に帯電性を抑止できるものが好ましく使用できる。この
ような好ましい特性を有するレベリング剤として、ポリアルキレンオキサイド単位を有す
るジメチルポリシロキサンが好ましく使用できる。ポリアルキレンオキサイド単位として
は、ポリエチレンオキサイド単位、ポリプロピレンオキサイド単位があり、ジメチルポリ
シロキサンは、ポリエチレンオキサイド単位とポリプロピレンオキサイド単位とを共に有
していてもよい。
【００９３】
　また、ポリアルキレンオキサイド単位のジメチルポリシロキサンとの結合形態は、ポリ
アルキレンオキサイド単位がジメチルポリシロキサンの繰り返し単位中に結合したペンダ
ント型、ジメチルポリシロキサンの末端に結合した末端変性型、ジメチルポリシロキサン
と交互に繰り返し結合した直鎖状のブロックコポリマー型のいずれであってもよい。ポリ
アルキレンオキサイド単位を有するジメチルポリシロキサンは、東レ・ダウコーニング株
式会社から市販されており、例えば、ＦＺ－２１１０、ＦＺ－２１２２、ＦＺ－２１３０
、ＦＺ－２１６６、ＦＺ－２１９１、ＦＺ－２２０３、ＦＺ－２２０７が挙げられるが、
これらに限定されるものではない。
【００９４】
　レベリング剤には、アニオン性、カチオン性、ノニオン性、または両性の界面活性剤を
補助的に加えることも可能である。界面活性剤は、２種以上混合して使用しても構わない
。
レベリング剤に補助的に加えるアニオン性界面活性剤としては、ポリオキシエチレンアル
キルエーテル硫酸塩、ドデシルベンゼンスルホン酸ナトリウム、スチレン－アクリル酸共
重合体のアルカリ塩、アルキルナフタリンスルホン酸ナトリウム、アルキルジフェニルエ
ーテルジスルホン酸ナトリウム、ラウリル硫酸モノエタノールアミン、ラウリル硫酸トリ
エタノールアミン、ラウリル硫酸アンモニウム、ステアリン酸モノエタノールアミン、ス
テアリン酸ナトリウム、ラウリル硫酸ナトリウム、スチレン－アクリル酸共重合体のモノ
エタノールアミン、ポリオキシエチレンアルキルエーテルリン酸エステルなどが挙げられ
る。
【００９５】
　レベリング剤に補助的に加えるカオチン性界面活性剤としては、アルキル４級アンモニ
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ウム塩やそれらのエチレンオキサイド付加物が挙げられる。レベリング剤に補助的に加え
るノニオン性界面活性剤としては、ポリオキシエチレンオレイルエーテル、ポリオキシエ
チレンラウリルエーテル、ポリオキシエチレンノニルフェニルエーテル、ポリオキシエチ
レンアルキルエーテルリン酸エステル、ポリオキシエチレンソルビタンモノステアレート
、ポリエチレングリコールモノラウレートなどの；アルキルジメチルアミノ酢酸ベタイン
などのアルキルベタイン、アルキルイミダゾリンなどの両性界面活性剤、また、フッ素系
やシリコーン系の界面活性剤が挙げられる。
【００９６】
＜硬化剤、硬化促進剤＞
　また本発明の着色組成物には、熱硬化性樹脂の硬化を補助するため、必要に応じて、硬
化剤、硬化促進剤などを含んでいてもよい。硬化剤としては、フェノール系樹脂、アミン
系化合物、酸無水物、活性エステル、カルボン酸系化合物、スルホン酸系化合物などが有
効であるが、特にこれらに限定されるものではなく、熱硬化性樹脂と反応し得るものであ
れば、いずれの硬化剤を使用してもよい。また、これらの中でも、１分子内に２個以上の
フェノール性水酸基を有する化合物、アミン系硬化剤が好ましく挙げられる。前記硬化促
進剤としては、例えば、アミン化合物（例えば、ジシアンジアミド、ベンジルジメチルア
ミン、４－（ジメチルアミノ）－Ｎ，Ｎ－ジメチルベンジルアミン、４－メトキシ－Ｎ，
Ｎ－ジメチルベンジルアミン、４－メチル－Ｎ，Ｎ－ジメチルベンジルアミン等）、４級
アンモニウム塩化合物（例えば、トリエチルベンジルアンモニウムクロリド等）、ブロッ
クイソシアネート化合物（例えば、ジメチルアミン等）、イミダゾール誘導体二環式アミ
ジン化合物及びその塩（例えば、イミダゾール、２－メチルイミダゾール、２－エチルイ
ミダゾール、２－エチル－４－メチルイミダゾール、２－フェニルイミダゾール、４－フ
ェニルイミダゾール、１－シアノエチル－２－フェニルイミダゾール、１－（２－シアノ
エチル）－２－エチル－４－メチルイミダゾール等）、リン化合物（例えば、トリフェニ
ルホスフィン等）、グアナミン化合物（例えば、メラミン、グアナミン、アセトグアナミ
ン、ベンゾグアナミン等）、Ｓ－トリアジン誘導体（例えば、２，４－ジアミノ－６－メ
タクリロイルオキシエチル－Ｓ－トリアジン、２－ビニル－２，４－ジアミノ－Ｓ－トリ
アジン、２－ビニル－４，６－ジアミノ－Ｓ－トリアジン・イソシアヌル酸付加物、２，
４－ジアミノ－６－メタクリロイルオキシエチル－Ｓ－トリアジン・イソシアヌル酸付加
物等）などを用いることができる。これらは１種単独で使用してもよく、２種以上を併用
してもよい。前記硬化促進剤の含有量としては、熱硬化性樹脂全量に対し、０．０１～１
５重量％が好ましい。
【００９７】
＜その他の添加剤成分＞
　本発明の着色組成物には、組成物の経時粘度を安定化させるために貯蔵安定剤を含有さ
せることができる。また、透明基板との密着性を高めるためにシランカップリング剤等の
密着向上剤を含有させることもできる。
【００９８】
　貯蔵安定剤としては、例えば、ベンジルトリメチルクロライド、ジエチルヒドロキシア
ミンなどの４級アンモニウムクロライド、乳酸、シュウ酸などの有機酸およびそのメチル
エーテル、ｔ－ブチルピロカテコール、テトラエチルホスフィン、テトラフェニルフォス
フィンなどの有機ホスフィン、亜リン酸塩等が挙げられる。貯蔵安定剤は、着色剤の全量
を基準（１００重量％）として、０．１～１０重量％の量で用いることができる。
【００９９】
　密着向上剤としては、ビニルトリス（β－メトキシエトキシ）シラン、ビニルエトキシ
シラン、ビニルトリメトキシシラン等のビニルシラン類、γ－メタクリロキシプロピルト
リメトキシシラン等の（メタ）アクリルシラン類、β－（３，４－エポキシシクロヘキシ
ル）エチルトリメトキシシラン、β－（３，４－エポキシシクロヘキシル）メチルトリメ
トキシシラン、β－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチルトリエトキシシラン、β
－（３，４－エポキシシクロヘキシル）メチルトリエトキシシラン、γ－グリシドキシプ
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ロピルトリメトキシシラン、γ－グリシドキシプロピルトリエトキシシラン等のエポキシ
シラン類、Ｎ－β（アミノエチル）γ－アミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－β（ア
ミノエチル）γ－アミノプロピルトリエトキシシラン、Ｎ－β（アミノエチル）γ－アミ
ノプロピルメチルジエトキシシシラン、γ－アミノプロピルトリエトキシシラン、γ－ア
ミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－フェニル－γ－アミノプロピルトリメトキシシラ
ン、Ｎ－フェニル－γ－アミノプロピルトリエトキシシラン等のアミノシラン類、γ－メ
ルカプトプロピルトリメトキシシラン、γ－メルカプトプロピルトリエトキシシラン等の
チオシラン類等のシランカップリング剤が挙げられる。密着向上剤は、着色組成物中の着
色剤の全量を基準（１００重量％）として、０．０１～１０重量％、好ましくは０．０５
～５重量％の量で用いることができる。

【実施例】
【０１００】
　以下に、本発明を実施例に基づいて説明するが、本発明はこれによって限定されるもの
ではない。なお、特にことわりがない限り、「部」とは「重量部」を意味する。
【０１０１】
　また、アルカリ可溶性樹脂の重量平均分子量（Ｍｗ）は、ＴＳＫｇｅｌカラム（東ソー
社製）を用い、ＲＩ検出器を装備したＧＰＣ（東ソー社製、ＨＬＣ－８１２０ＧＰＣ）で
、展開溶媒にＴＨＦ（テトラヒドロフラン）を用いて測定したポリスチレン換算の重量平
均分子量（Ｍｗ）である。なお、顔料の一次粒子径は、（顔料の微細化）で説明した通り
、顔料のＴＥＭ（透過型電子顕微鏡）による電子顕微鏡写真から一次粒子の大きさを画像
処理で評価した。具体的には、ＴＥＭ写真上の１００個の一次粒子について、円相当径を
求め、その平均値を平均一次粒子径とした。
【０１０２】
　まず、実施例および比較例に用いたアルカリ可溶性樹脂、微細化顔料、顔料分散体、赤
色感光性着色組成物の製造方法から説明する。
＜アルカリ可溶性樹脂１、２の製造方法＞
（アルカリ可溶性樹脂１の調製）
　セパラブル４口フラスコに温度計、冷却管、窒素ガス導入管、撹拌装置を取り付けた反
応容器にメトキシプロピルアセテート７０．０部を仕込み、８０℃に昇温し、反応容器内
を窒素置換した後、滴下管よりｎ－ブチルメタクリレート１３．３部、２－ヒドロキシエ
チルメタクリレート４．６部、メタクリル酸４．３部、パラクミルフェノールエチレンオ
キサイド変性アクリレート７．４部、２，２’－アゾビスイソブチロニトリル０．４部の
混合物を２時間かけて滴下した。滴下終了後、更に３時間反応を継続し、重量平均分子量
（Ｍｗ）２６０００のアクリル樹脂の溶液を得た。室温まで冷却した後、樹脂溶液約２ｇ
をサンプリングして１８０℃、２０分加熱乾燥して不揮発分を測定し、先に合成した樹脂
溶液に不揮発分が２０重量％になるようにメトキシプロピルアセテートを添加してアルカ
リ可溶性樹脂１を調製した。
【０１０３】
（アルカリ可溶性樹脂２の調製）
　温度計、冷却管、窒素ガス導入管、滴下管及び撹拌装置を備えたセパラブル４口フラス
コにメトキシプロピルアセテート２０７部を仕込み、８０℃に昇温し、フラスコ内を窒素
置換した後、滴下管より、メタクリル酸２０部、パラクミルフェノールエチレンオキサイ
ド変性アクリレート２０部、メタクリル酸メチル４５部、２－ヒドロキシエチルメタクリ
レート８．５部、及び２，２'－アゾビスイソブチロニトリル１．３３部の混合物を２時
間かけて滴下した。滴下終了後、更に３時間反応を継続し、共重合体樹脂溶液を得た。
【０１０４】
　次に得られた共重合体溶液全量に対して、窒素ガスを停止し乾燥空気を１時間注入しな
がら攪拌したのちに、室温まで冷却した後、２－メタクリロイルオキシエチルイソシアネ
ート（昭和電工社製カレンズＭＯＩ）６．５部、ラウリン酸ジブチル錫０．０８部、メト
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キシプロピルアセテート２６部の混合物を７０℃で３時間かけて滴下した。
【０１０５】
　樹脂溶液約２ｇをサンプリングして１８０℃、２０分加熱乾燥して不揮発分を測定し、
先に合成した樹脂溶液に不揮発分が２０重量％になるようにメトキシプロピルアセテート
を添加してアルカリ可溶性樹脂２を調製した。重量平均分子量（Ｍｗ）は１８０００であ
った。
【０１０６】
（赤色顔料１の作成）
　市販のジケトピロロピロール顔料（Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ Ｒｅｄ ２５４、チバスペ
シャルティケミカルズ社製「イルガフォアレッドＢ－ＣＦ」）８６部、上記（４－１）で
表されるベンゾイソインドール誘導体の色素誘導体４部、食塩９００部、及びジエチレン
グリコール１１０部を、混練機（株式会社井上製作所製「１ガロンニーダー」）中に仕込
み、１５時間混練した。次に、混練した混合物を温水に投入し、約８０℃に加熱しながら
１時間攪拌してスラリー状として、濾過及び水洗をして食塩及びジエチレングリコールを
除いた後、８０℃で一昼夜乾燥後、粉砕し、微細ジケトピロロピロール顔料８６．０部を
得た。得られた微細ジケトピロロピロール顔料は、ＴＥＭ写真より求めた、一次粒子径の
平均値は、３０ｎｍであった。
【０１０７】
（赤色顔料２）
　市販のジケトピロロピロール顔料（チバスペシャルティケミカルズ社製「イルガフォア
レッドＢ－ＣＦ」）である。一次粒子径の平均値は、７０ｎｍであった。
（赤色顔料３の作製）
　アントラキノン系赤色顔料Ｃ．Ｉ．ピグメント　レッド　１７７（チバ・ジャパン社製
「クロモフタルレッド Ａ２Ｂ」）２００部、塩化ナトリウム１４００部、およびジエチ
レングリコール３６０部をステンレス製１ガロンニーダー（井上製作所製）に仕込み、８
０℃で６時間混練した。次にこの混練物を８リットルの温水に投入し、８０℃に加熱しな
がら２時間攪拌してスラリー状とし、濾過、水洗を繰り返して塩化ナトリウムおよびジエ
チレングリコールを除いた後、８５℃で一昼夜乾燥し、１９０部の赤色顔料３を得た。赤
色顔料３の比表面積は８０ｍ2／ｇであり、一次粒子径の平均値は３５ｎｍであった。
【０１０８】
（黄色顔料の作製）
　ニッケル錯体系黄色顔料Ｃ．Ｉ．ピグメント イエロー １５０（ランクセス社製「Ｅ－
４ＧＮ」）２００部、塩化ナトリウム１４００部、およびジエチレングリコール３６０部
をステンレス製１ガロンニーダー（井上製作所製）に仕込み、８０℃で６時間混練した。
次にこの混練物を８リットルの温水に投入し、８０℃に加熱しながら２時間攪拌してスラ
リー状とし、濾過、水洗を繰り返して塩化ナトリウムおよびジエチレングリコールを除い
た後、８５℃で一昼夜乾燥し、１９０部の黄色顔料２を得た。黄色顔料の比表面積は６５
ｍ2／ｇであり、一次粒子径の平均値は３５ｎｍであった。
【０１０９】
（チップ製造方法）
　下記配合にて、赤色顔料１、上記（４－１）で表されるベンゾイソインドール誘導体の
色素誘導体、及びアクリル樹脂溶液を予め十分混合した後、２本ロールミルにて練肉し、
シート状物とした。このシート状物を数枚に折り畳み、再度２本ロールミルに通した。こ
の工程を１０～４０回繰り返し行った後、粉砕機で粉砕することでチップを作製した。
赤色顔料１　９７．０部
上記（４－１）で表される色素誘導体 １１．０部
アルカリ可溶性樹脂溶液１（固形分２０％） ３６０．０部
【０１１０】
（顔料分散体の調製法）
　下記組成の混合物を均一に攪拌溶解した後、直径０．５ｍｍのジルコニアビーズを用い
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て、アイガーミル（アイガージャパン社製「ミニモデルＭ－２５０　ＭＫＩＩ」）で５時
間分散した後、５．０μｍのフィルタで濾過し顔料分散体（Ｐ－１）を作製した
先に調製したチップ ２０２部
プロピレングリコールモノメチルエーテル ５９６部
　以下、表１に示す顔料に変更した以外は、上記顔料分散体（Ｐ－１）と同様にして、顔
料分散体（Ｐ－２～４）を作製した。
【０１１１】
【表１】

【０１１２】
（感光性着色組成物の調製）
顔料分散体を、表２に示すように配合し、均一に攪拌混合した後、１μｍのフィルターで
濾過して感光性着色組成物（Ｒ－1）を作製した。
顔料分散体　合計１００部
アルカリ可溶性樹脂溶液２   １８．３部
トリメチロールプロパントリアクリレート（新中村化学社製「ＮＫエステルＡＴＭＰＴ」
） ７．０部
光開始剤（チバスペシャルティケミカルズ社製）「イルガキュア－９０７」 １．２部
増感剤（保土ヶ谷化学社製ＥＡＢ－Ｆ） ０．４部
メトキシプロピルアセテート ５２．１部
熱硬化性成分　Ｄ－１　４．８部
　以下、表２に示す顔料分散体、熱硬化性成分に変更した以外は、上記の感光性着色組成
物（Ｒ－１）と同様にして、感光性着色組成物（Ｒ－２～１３）を作製した。
【０１１３】
【表２】

【０１１４】
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（感光性着色組成物の評価）
　得られた感光性着色組成物（Ｒ－１～１３）の塗膜のコントラスト比、耐熱性、耐光性
、耐溶剤性の各試験を下記の方法で行った。試験の結果を表３に示す。
【０１１５】
（コントラスト比の評価）
　ガラス基板上にＣ光源においてｘ＝０．６４０、ｙ＝０．３１５になるような膜厚に感
光性着色組成物を塗布し、この基板を２３０℃で２０分加熱した。その後、得られた基板
の明度（Ｙ）を顕微分光光度計（オリンパス光学社製「ＯＳＰ－ＳＰ２００」）で測定し
た。
【０１１６】
　測定用塗布基板を一対の偏光板で挟持し、株式会社トプコン社製「色彩頻度計ＢＭ－５
Ａ」を用いて、偏光板が平行時の輝度及び直行時の輝度を測定した。偏光板は、サンリツ
社製「偏光フイルムＬＬＣ２－９２－１８」を用いた。なお、輝度の測定に際しては、不
要光を遮断するために、測定部分に１ｃｍ角の孔を空けた黒色のマスクを当てた。測定し
た平行時の輝度及び直行時の輝度の値から、下記式でコントラスト比を算出した。
【０１１７】
　コントラスト比＝平行時の輝度／直行時の輝度
４種の膜厚の異なる塗布基板の色相ｘ値とコントラスト比の関係から、色相ｘ＝０．６４
のときのコントラスト比を算出した

◎：コントラスト比が４０００以上
○：コントラスト比が３５００以上、４０００未満
△：コントラスト比が３０００以上、３５００未満
×：コントラスト比が２５００未満
【０１１８】
（塗膜耐熱性試験の方法）
　透明基板上に乾燥塗膜が約２．５μmとなるように感光性着色組成物を塗布し、所定の
パターンを有するマスクを通して紫外線露光を行った後、スプレーによりアルカリ現像液
を噴霧して未硬化部を除去して所望のパターンを形成した。その後、オーブンで２３０℃
×２０分加熱、放冷後、得られた塗膜のＣ光源での色度１（Ｌ＊(１)，ａ＊(１)，ｂ＊(
１)）を顕微分光光度計（オリンパス光学社製「ＯＳＰ－ＳＰ２００」）を用いて測定し
た。さらにその後、耐熱試験としてオーブンで２５０℃１時間加熱し、Ｃ光源での色度２
（Ｌ＊(２)，ａ＊(２)，ｂ＊(２)）を測定した。
　以下、表３にその結果を示す。
【０１１９】
　測定した色差値を用いて、下記計算式により、色差ΔＥａｂ＊を算出し、塗膜の耐熱性
を下記の４段階で評価した。
ΔＥａｂ＊ = √((L*(2)- L*(1))2+ (a*(2)- a*(1)) 2+( b*(2)- b*(1)) 2)

◎：ΔＥａｂ＊が１．５未満
○：ΔＥａｂ＊が１．５以上、２．５未満
△：ΔＥａｂ＊が２．５以上、５．０未満
×：ΔＥａｂ＊が５．０以上
　以下、表３にその結果を示す。
【０１２０】
（塗膜耐光性試験の方法）
　塗膜耐熱性試験と同じ手順で試験用基板を作製し、Ｃ光源での色度１（Ｌ＊(１)，ａ＊
(１)，ｂ＊(１)）を顕微分光光度計（オリンパス光学社製「ＯＳＰ－ＳＰ2００」）を用
いて測定した。その後、基板を耐光性試験機（ＴＯＹＯＳＥＩＫＩ社製「ＳＵＮＴＥＳＴ
　ＣＰＳ＋」）に入れ、５００時間放置した。基板を取り出した後、Ｃ光源での色度２（
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を算出し、耐熱性と同様の基準により塗膜の耐光性を評価した。
　以下、表３にその結果を示す。
【０１２１】
（塗膜耐溶剤性試験の方法）
　耐熱性試験と同じ手順で試験用基板を作製し、３ｃｍ□に切り出し、８０℃のＮ－メチ
ルピロリドン１５ｍｌに４０分間浸漬し、塗膜の溶剤抽出を行った。紫外分光光度計を用
いて溶剤抽出を行ったＮ－メチルピロリドンの分光測定を行い、５１５ｎｍにおける吸光
度を求めた。

◎：吸光度が１．０未満
○：吸光度が１．０以上、１．５未満
△：吸光度が１．５以上、２．５未満
×：吸光度が２．５以上

　以下、表３にその結果を示す。
【０１２２】
【表３】

【０１２３】
　実施例１～７の感光性着色組成物（Ｒ－１～７）は、コントラスト比、耐溶剤性、現像
性、耐熱性、耐光性が良好でカラーフィルタとして使用可能な範囲にあった。一方、比較
例１，２の感光性着色組成物（Ｒ－８、９）は耐溶剤性が悪く、比較例３，４の感光性着
色組成物（Ｒ－１０、１１）では、耐溶剤性は良好なものの、コントラスト比が劣るため
、使用可能な範囲にはないものであった。これにより、有機顔料が少なくともＣ．Ｉ．ピ
グメント　レッド　２５４を含有し、その一次粒子径が２５～４５ｎｍであり、さらに下
記一般式（Ｉ）で示される有機色素誘導体を含有し、熱架橋性成分が３官能以上
の多官能エポキシ樹脂であることを特徴とするカラーフィルタ用赤色着色組成物を用いる
ことにより、コントラスト比、耐溶剤性、現像性、耐熱性、耐光性に優れたカラーフィル
タを提供できることは明らかである。
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